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研究要旨 
 超高齢社会において、がん診療連携拠点病院を中心としたがんに限定した連携
体制では不十分であり、地域完結型の包括的ながん診療連携体制が必要となる。一
方で、包括的ながん診療連携モデルは乏しく、地域包括ケアシステムを基盤とした
がん診療連携モデルの構築が必要である。 
地域包括ケアシステムを基盤とした診断・治療・併存症の治療・終末期ケアまで

を含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行うことを目的とする。令和1年度は、
前年度までの研究結果に基づいて、医療従事者、介護従事者、行政職を対象とした
質問紙調査を実施した。地域包括ケアシステムの知識に自信がある専門職は
38.7％に留まり、「地域包括ケアシステムは住民に周知されていない」、「がん診
療連携やがん治療におけるサポート体制は、現在、住民に周知されていない」と回
答した専門職は、それぞれ79.0％、77.1％と高い割合であった。一方で、住民への
普及・啓発・教育は、「地域包括ケアにおけるがん診療連携の推進に有用であ
る」、「がん診療連携においても、自助・互助は重要である」と考える専門職は、
それぞれ83.1％、86.8％と高い割合であった。専門職および住民への普及・啓発・
教育が重要であると考えられた。また、地域包括ケアにおけるがん診療連携におい
て、望ましいシステムや体制に専門職が重要と考えている要因を明らかにした。 

            
  
 
 
  
Ａ．研究目的 

医療・介護・行政の専門職を対象に、地域包
括ケアにおける望ましいがん診療連携につい
て、質的研究で抽出された要素に基づいて作成
された質問紙調査による量的調査を行い、地域
包括ケアシステムに対する認識および地域包
括ケアにおけるがん診療連携において優先度
の高い課題などを明らかにする。 

 
 

Ｂ．研究方法 
2020 年 3 月に地域包括ケアシステム構築モ

デル例となっている柏市内で勤務する医療・介 

 
護・行政の専門職を対象とし、自記式質問紙票
を郵送し、回答を得た。インタビュー調査を行
った千葉県東葛北部医療圏においても、市町村
によって、地域包括ケアに対する取り組み方の
差が大きいことから、地域包括ケアが積極的に
進められている地域のみを対象とする方がさ
らなる課題が明らかになると考えられたため、
柏市内で勤務する医療・介護・行政の専門職の
みを対象とすることとした。 
質問紙票は前年度までに実施した質的研究

の結果を基に質問項目を作成した。質問紙は、
「対象者背景」「住民への普及・啓発・教育に



ついて」「医療職・介護職への普及・啓発・教
育について」「各施設や組織に期待すること」
「地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の
構築に望ましい方法や内容について」「地域包
括ケアにおけるがん診療連携において、中心的
役割を担う職種などについて」「がん患者の非
がん疾患の治療について」「地域包括ケアにお
けるがん診療連携における望ましいシステム
や体制について」「地域包括ケアにおける自助・
互助について」といった項目にそれぞれ小項目
を作成し、対象者背景を除く質問項目数は 290
項目となった。「回答は 7 件法（1：全くそう
思わない～7：非常にそう思う）とした。1-3 を
“いいえ”、4 を“どちらでもない”、5-7 を
“はい”とまとめ、“はい”の割合を算出した。
また、“はい”の割合のうち、5：ややそう思う
を除いた、6：そう思う”～7：非常にそう思う
をまとめ、割合を算出し、70％以上を“強い認
識”の項目とした。 
 
 
（倫理面への配慮） 
本調査は医療・介護・行政の担当職員に対す

る心理的負担を伴わない質問紙調査であるた
め、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指
針」による倫理審査は不要であると判断され、
研究を実施した。 
 個人情報および診療情報などのプライバシー
に関する情報は、個人の人格尊重の理念の下厳重
に保護され慎重に取り扱われるべきものと認識
して必要な管理対策を講じ、プライバシー保護に
務めた。 
 
Ｃ．研究結果 

柏市内の 687 施設 904 名の医療・介護・行政
の専門職に対して質問紙が送付され、410 名
（45.4％）から有効回答を得た。 

 
C-1)回答者背景 

回答者の背景は、平均年齢（標準偏差）47.1 
± 11.0 で 56.6%が女性であった。職種は多い
順に介護支援専門員 94名、薬剤師 68 名、看護
師 65 名、医師 39 名、歯科医師 31 名、介護福
祉士 24 名、理学療法士 18 名、社会福祉士 14
名、作業療法士 13 名、訪問介護員 7 名、言語
聴覚士4名であった。勤務先は多い順に病院89
名、居宅介護支援事業所77名、調剤薬局61名、

診療所・医院47名、居宅サービス事業所37名、
介護保健施設 25 名、地域密着型サービス事業
所 20 名、訪問看護ステーション 17 名、地域包
括支援センター17 名、行政機関 10 名、であっ
た。勤務年数は 64.1%が 10 年以上であった。
89.0%ががん患者の担当経験を有し、54.6%が現
在も担当しており、46.8%が在宅サービスを自
身で提供していた。地域包括ケアシステムの知
識に対する自信があると回答したものは
38.7%であった。 
 
C-2) 住民に啓発・教育すべき内容 
地域包括ケアシステムが地域住民に周知さ

れていると回答したものは 7.4%、がん診療連
携やがん治療のサポート体制が住民に周知さ
れていると回答したものは 6.0%であり、周知
されていないと回答したものはそれぞれ
79.0％、77.1％であった。 
 住民への啓発や教育が地域包括ケアにおけ
るがん診療連携の推進に有用と回答したもの
は 83.1%であった。 
 地域包括ケアにおけるがん診療連携の推進
のために、住民に対して啓発・教育する内容と
して有用と強く認識されていたのは、“地域の
病院でのフォローアップ体制”、“がんに罹患
していることを周囲の人に伝えて支援しても
らうこと”、“介護サービスの導入”、“緩和
ケア”、“終末期の経過や看取り”、“人生の
最期の迎え方を話し合うこと”、“医療や介護
についての正しい情報の取得方法”であった。 
 
C-3) 住民に啓発・教育するためのセッティン
グや方法 
 住民への啓発や教育を行うためのセッティ
ングや方法としては、多くの項目で有用と回答
する医療者が多く、“がん体験者や家族による
話”、“関係する医療機関・介護施設・専門職・
行政が協働して行う啓発”においては 90%以上
の回答者が有用と回答した。しかし、有用と強
く認識された項目はなかった。 
 
C-4) がん治療を行う病院の医療者、もしくは、
がん治療を行う病院以外の医療者、介護職に対
する啓発・教育すべき内容 
 医療者への普及・啓発・教育が有用であると専
門職が強く認識する項目は、“終末期がん患者の
急速に低下する身体機能”、“終末期の病状悪化



への対応法”、“地域包括ケア”、“他の医療職
との連携方法”、“他施設・他職種との情報共有
の有用性”、“在宅療養および在宅療養のサポー
ト体制”、“在宅での看取りケア”、“患者の生
活を中心に捉えた病状や状況の説明の必要性”、
であり、がん拠点病院で勤務する医療者への普
及・啓発・教育については“地域の医療資源につ
いて”、“地域の介護資源について”、“他の医
療職の役割について”、“他の介護職との連携方
法について”、も強く認識されていた。 
 介護職への普及・啓発・教育が有用であると専
門職が強く認識する項目は、“終末期がん患者の
急速に低下する身体機能”、“終末期の病状悪化
への対応法”、“他の医療職との連携方法”、“他
の介護職との連携方法”、“他施設・他職種との
情報共有の有用性”、“在宅療養および在宅療養
のサポート体制”、“在宅での看取りケア”、“高
齢者施設での看取りケア”、“患者の生活を中心
に捉えた病状や状況の説明の必要性”、であった。 
 
C-5) がん拠点病院に期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“必要
時に入院できる体制”、“患者の自宅での状況・
服薬状況を考慮した処方”、“患者の負担の少な
いスムーズな受診システム”、“補完代替療法も
含めたがん治療の提供”、“地域の医療職・介護
職からの相談窓口の統一”、“かかりつけ医との
十分な連携”、“治療中からの専門的な緩和ケア
提供”、“早期からのアドバンス・ケア・プラン
ニング”、“早期からの地域・在宅医療との連携”、
“在宅医療に関して患者への充分な情報提供”、
“各拠点病院の地域との連携体制の標準化”、
“地域の医療職・医療機関・施設への情報発信”、
“地域の専門職に対する研修”、“地域の専門職
による症状コントロールを支援する体制”であっ
た。 
 
C-6) がん拠点病院以外に期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“施設
の機能に合わせたがん患者の受け入れ”、“が
んの有無にかかわらない患者の受け入れ”、“標
準治療の遵守”、“非がん疾患の診療”、“緩
和ケアに関するがん拠点病院との連携”であっ
た。 
 
C-7) かかりつけ医や訪問診療医に期待するこ
と 
 強く認識（期待）されている項目は、、“非

がん疾患のフォローアップ”、“かかりつけ医
を中心とした診療体制の構築”、“がん治療医
と連携したがん治療後のフォローアップ”、“多
職種と連携した在宅療養支援の質の向上”、“が
ん医療に苦手意識のあるかかりつけ医のサポ
ート”であった。 
 
C-8) 歯科医師に期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“がん
患者への継続的な関わり”、“摂食嚥下の評価
と介入”、“口腔ケアに関する啓発”であった。 
 
C-9) 医師会・歯科医師会・薬剤師会に期待す
ること 
 強く認識（期待）されている項目は、“医師・
歯科医師・薬剤師に対する教育支援”、“地域
の医療資源に関する情報の提示”、“がん診療
連携に関する住民への啓発”、“施設の機能・
役割に関する啓発”、“医師会レベルで連携し
たがん診療体制”であった。 
 
C-10) 地域包括支援センターに期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“地域
包括支援センターを窓口にした多職種連携”、
“身体的サポートの場に関する情報提供”、“病
気を地域で支えあえる関係づくりを担うこと”、
“地域包括ケアシステムの質向上のための仕
組みづくり”、“入院中からの病院との連携”
であった。 
 
C-11) 緩和ケア病棟に期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“患者
の状況に合わせた迅速な患者の受け入れ”、“患
者の柔軟な受け入れ”、“レスパイト入院の受
け入れ”、“今後の療養生活を見越した患者の
身体機能の維持”、“地域包括ケアシステムの
質向上のための仕組みづくり”であった。 
 
C-12) 高齢者向け施設に期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“他施
設との診療・生活情報の共有”、“医療ができ
る高齢者向け施設の充足”、“医療と連携した
看取り体制の構築”、“患者の状態の医療機関
へのフィードバック”、“施設入所までの迅速
化”、“高齢者向け施設スタッフのスキルアッ
プ”、“高齢者向け施設スタッフの看取り教育”
であった。 



 
C-13) 行政に期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“行政
による地域包括ケアにおける連携調整”、“住
民に向けた地域包括ケアシステムに関する情
報発信”、“住民に向けた各施設の役割に関す
る情報発信”、“各職種の活動のバックアップ
やスキルアップ支援”、“関わる人々の顔の見
える場の提供”、“市町村間で連携した地域包
括ケアの提供”、“地域の情報共有システムの
一元化”であった。 
 
C-14) 地域包括ケアにおけるがん診療連携体
制の構築に望ましい方法や内容 
 ほとんどの項目において 90％以上が有用と
回答されていたが、そのうち強く認識（期待）
されている項目は、“切れ目のない連携体制に
ついての話し合い”、“事例検討を通した情報
や考え方の共有”、“がん拠点病院と、がん拠
点病院以外の病院やかかりつけ医が協働した
がん医療の提供”、“がん治療中も継続する、
患者とかかりつけ医との関わり”、“がん治療
医とかかりつけ医がお互いの診療範囲を共有
すること”、“在宅移行の適切なタイミングの
共有”であった。 
 
C-15) 地域包括ケアにおけるがん診療連携に
おいて、中心的役割を担う職種 
 強く認識（期待）されている職種は、がん拠
点病院の窓口としては“緩和ケア医”、“ソーシ
ャルワーカー”、がん診療連携全体の主導的・中
心的な役割としては“緩和ケア医”、“がん治療
医”、“かかりつけ医”、“訪問診療医”、患者
が在宅ケアを受けることになった際の主導的・中
心的な役割としては“訪問診療医”、“かかりつ
け医”、“訪問看護師”であった。 
 
C-16) 地域包括ケアにおけるがん診療連携に
おいて求められる人材・職種 
 強く認識（期待）されている人材・職種は、
“地域包括ケアシステムにおけるがん診療連
携の中心的役割を担う人材・職種”、“患者の
状態に合わせて病院や施設の選択を行う役割
を担う人材・職種”、“施設間の連携を中心的
に進める役割を担う人材・職種”、“がん診断
時から地域包括ケアを調整する役割を担う人
材・職種”、“地域において患者を包括的にと

らえ支援・調整する役割を担う人材・職種”で
あった。 
 
C-17) 地域の多職種が介入を開始するタイミ
ング 
 “がん診断の早期”と回答したものは、48.7％
であった。強く認識（期待）されている項目は、
“患者が在宅ケアを受けることになった際”で
あった。 
 
C-18) がん治療の時期において、がん患者の非
がん疾患を診療する医師 
 がん診断時～抗がん治療中は、強く認識（期待）
されている医師はみられず、経過観察中（抗がん
治療終了後）や抗がん治療終了後～終末期では
「かかりつけ医」「訪問診療医」が強く認識（期
待）されていた。 
 
C-19） 地域包括ケアにおけるがん診療連携に
おける望ましいシステム 
 強く認識（期待）されている項目は、“がん
治療医と非がん疾患治療医の連携体制”、“患者
の医療に関する地域での情報共有システム”、“患
者の生活や介護に関する地域での情報共有シス
テム”、“多職種でのタイムリーな連絡手段”、
“地域におけるがん患者・家族に対する心理的な
サポート体制”、“抗がん治療後の患者ががん治
療病院から紹介元病院へ戻ることができる体制”、
“地域の施設や病院が、抗がん治療後の患者をス
ムーズに受け入れできる体制”、“若年がん患者
に対する地域包括ケアシステムを利用したサポ
ート体制・制度”、“がん患者の急速な身体機能
低下に備えた迅速な連携システム”、“高齢者向
け施設での急な状態変化が生じた時に対応する
体制”であった。 
 
C-20) 地域包括ケアにおける自助・互助 
 勤務している地域において住民の自助・互助
は進んでいると回答したのは 39.7％であった
が、86.8%はがん診療連携においても自助・互
助が重要であると回答した。 
 
 
Ｄ．考察 
本研究では、地域包括ケアにおけるがん診療

連携において、医療・介護・行政の専門職が認
識する現状や重要と考える事項や期待する事



項を量的に調査し、地域包括ケアにおけるがん
診療連携体制の構築に有用な知見が得られた。 

実際に患者を担当した回答者であっても、地
域包括ケアシステムの知識に自信があると回
答したものは 38.7%と低値であり、地域包括ケ
アシステムおよびがん治療のサポート体制が
住民に周知されていると回答したものはそれ
ぞれ 7.4%、6.0％と極めて低値であった。一方
で、住民への啓発や教育が地域包括ケアにおけ
るがん診療連携の推進に有用と回答したもの
は 83.1%と高値であった。住民への啓発や教育
方法のセッティングや方法としては、多くの項
目で有用と回答されていた。これらの結果から、
専門職および住民への普及・啓発・教育は現状
では不十分であり、様々なセッティングや方法
で、専門職および住民への普及・啓発・教育を
行っていくことが地域包括ケアにおけるがん
診療連携の推進に重要であると考えられる。 

また、本研究の結果から、各施設や組織、専
門職それぞれに期待される役割が明らかにな
った。それぞれの施設・組織・専門職がお互い
の役割を認識し協働することが、地域包括ケア
におけるがん診療連携の推進に重要であると
考えられる。 

地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の
構築に望ましい方法や内容、システムにおいて
は、多くの項目において 90％以上が有用と回
答されていたが、そのうち特に強く重要と考え
られている項目をまとめると、「切れ目のない
連携」「情報や考え方の共有」「がん治療医、
かかりつけ医のお互いの診療範囲を共有した
協働・連携」「地域におけるがん患者・家族に
対する心理的なサポート」「がん患者の急速な
身体機能低下に備えた迅速な連携」「高齢者向
け施設での急な状態変化が生じた時の対応」な
どと考えられる。これらの内容を意識した実践
的な取り組みが地域包括ケアにおけるがん診
療連携体制の構築に重要となると考えられた。 
 地域によって医療・介護の環境は異なり、地
域包括ケアの形も様々であるが、本質としては
重要な項目は変わらないと考えられ、本研究結
果をもとした提言を作成し、それぞれの地域に
合わせた望ましい地域包括ケアにおけるがん
診療連携体制の構築に役立つことを期待した
い。 
 
 

Ｅ．結論 
本研究では、地域包括ケアにおけるがん診療

連携において、医療・介護・行政の専門職が認
識する現状や重要と考える事項や期待する事
項を明らかにした。わが国のそれぞれの地域に
おいて、地域包括ケアシステムを基盤とした診
断・治療・併存症の治療・終末期ケアまでを含
む包括的ながん診療連携モデルの構築は喫緊
の課題であり、本研究の結果に基づいた提言を
行うことが重要であると考える。 
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